
様式第２－１号（第８条関係）

１　事業実施者

〒 ○○○―○○○○

リース事業者(※リース事業者から設備をリースする場合のみ記載してください）

〒 ○○○―○○○○

２　事業内容

連絡先住所
（郵送先） 　埼玉県○○市△△　××―××―××

対象設備 照明、ボイラー

職　名 ○○課長 ＦＡＸ △△△ー△△△―△△△△

氏　名 ○○　○○連絡先

所属名 ○○部○○○課○○担当 電話 ○○○―○○○ー○○○○

導入効果
（予測）

導入前 導入後 CO2排出削減予測量

306.1 t-CO2/年 182.7 t-CO2/年 123.4 t-CO2/年

事業概要

（例）
○○○工場において、
・照明設備を水銀灯からLEDに更新
・ボイラーの燃料転換（Ａ重油→都市ガス）

導入設備

導入前 導入後

①照明設備
　　　　水銀灯　400Ｗ×10台
        蛍光灯　 80W×100台
　　　　・・・・
　　　　　（1990年度導入）

②ボイラー
　　　　重油焚ボイラー　１０ｔ/ｈ×１基
　　　　重油タンク　50ｋｌ×１基
　　　　　（2000年度導入）

①照明設備のLED化
　　　　LED　1２0Ｗ×10台
　　　　〃　　50W×100台
　　　　・・・・・

②ボイラーの燃料転換
　　　　高圧貫流ボイラー　５ｔ/ｈ×２基
　　　　　　（重油タンクは廃止）

○○　○○ E-mail ○○○＠△△△.××.○○

連絡先住所
（郵送先） 　埼玉県○○市△△　××―××―××

E-mail ○○○＠△△△.××.○○

　株式会社　□□□□

事業実施者
事業者

団体名

連絡先

所属名 電話

代表者名 　代表取締役　○○　○○

主たる事務所の所在地 〒○○○－○○○○　埼玉県○○市△△　×―×―×

○○○―○○○ー○○○○

職　名 ○○課長 ＦＡＸ △△△ー△△△―△△△△

氏　名

○○部○○○課○○担当

業種・主な業務内容 　○○業 　○○○の製造・販売

実施場所
事業所名称 　●●●工場

事業所所在地 〒○○○－○○○○　　埼玉県●●市▲▲　××―××―××

埼玉県民間事業者CO2排出削減設備等導入補助　事業計画書

事業実施者

事業者
団体名 　株式会社　○○○

代表者名 　代表取締役　○○　○○

主たる事務所の所在地 〒○○○－○○○○　埼玉県○○市△△　×―×―×

（省エネ設備導入事業）

・様式第１号交付申請書と同一

としてください。 

補助事業で工事を施工

する場所の名称、所在

地を記入してください。 

・様式第１号交付申請書と同一

としてください。 

既存設備、導入設備に関する機器の能力、数量等を記載してください。 

複数種類を整備する場合は、①②のように区分の上、ご記入ください。 

入力は不要です。 



３　事業費内訳 （単位　円）

４　補助金申請予定額の算出 （単位　円）

※1万円未満切捨て

５　費用対効果

＝
いずれか
低い額

上限額

（注）

年間CO2排出削減予測量

対象設備の法定耐用年数

補助対象経費の合計

14,400,000 ×

補助率

1/3

2 8,000,000

4,800,000

1,000,000

総量削減効果

（2）補助対象外経費のその他欄は、例えば照明設備で球替えのみの分など補助対象とならない経費を記載すること。

（1）補助対象経費の区分欄は、導入設備ごとに名称を記載すること。（注）

算出結果

5,000,000

LED

計

50,000

総事業費

総計（税抜き額）

123.4

15,10

1,317.0法定耐用年数分のCO2排出削減予測量

補助金申請予定額

費用対効果

1t-CO2削減当たりの補助金申請予定額 3,644

対象設備の法定耐用年数は、財務省令「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」による。

法定耐用年数分のCO2排出削減予測量

t-CO2/法定耐用年数

t-CO2/年

年

1,317.0

円

t-CO2/法定耐用年数

円/t-CO2

4,800,000

単価 数量 計

既存設備移設費

既存設備にかかる処分費

既存設備撤去費

高圧貫流ボイラー 4,000,000

0

消費税及び地方消費税額

計

諸経費（共通仮設費、一般管理費等）

その他

補
助
対
象
外
経
費

機器費

0

工事費 合計区　　分

100 5,000,000 400,000 5,400,000

補
助
対
象
経
費 0

9,000,000

0

0 0

13,000,000 1,400,000 14,400,000

1,000,000 1,000,000

0

500,000 500,000

見積書の合計額（税抜額）と一致すること。

1,000,000 1,000,000

0

1,352,000

18,252,000見積書の合計額（税込額）と一致すること。

0 2,500,000 2,500,000

16,900,000

この額が、３０万円以上が対

象となります。 

この「事業費内訳」の記載に当たっては、事業内容、図面、見積書と整合が

とれるようにしてください。 

 補助対象内外の主な導入設備の概略仕様、数量の詳細を添付してください。 

既存設備の更新の場合、必ず撤去費

及び処分費を記載してください。 

この額が、５万円以下が対象となりま

す。 



６　CO2排出削減量算定（複数種類がある場合は種類ごとに記載）

既存照明 (使用時間・日数は直近1年分の実績を採用）
( 説明 )

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

合計 kWh

kWh ÷ × (排出係数） ＝ t-CO2/年

※導入前後のエネルギー使用量は、当該設備の能力、稼働時間等から算出してください。

導入予定照明
( 説明 )

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

Ｗ × 台 × 時間/日 × 日 ÷ = kWh

合計 kWh

kWh ÷ × (排出係数） ＝ t-CO2/年

※導入前後のエネルギー使用量は、当該設備の能力、稼働時間等から算出してください。

120 311 1000

20

10

20

100

耐用年数CO2排出削減予測量

20 1,119.60

t-CO2/年

CO2排出削減予測量

t-CO2/年 － 18.5

0 0

249.0
t-CO2
/耐用年数年

対象設備の法定耐用年数

15 年

10 12 311 1000

1000

20 12 311 100050

20

15 12 311 1000

50

50 18,660.0012 311 1000

12 311 100020

1000

導入後

①第1工場　１F

型番AAAA０0****

店舗

t-CO2/年

20 玄関ダウンライト

12 311 1000

1,492.80

30

20 12 311 1000

12 31150

7,464.00

4,851.60

1000

1000

導入前のCO2排出量 35.1

1000

4,478.40

40 12 311 1000

100

50

80

40

100 12

10

20

400 12

t-CO2/年

311

12 311

1000

導入後のCO2排出量

1000

0.00

70,908.00 1000

3,732.00

37,320.00

746.40

t-CO2/年 ＝ 16.6

導入後のCO2排出量 18.5

18.5

311

7,464.00

0.00

70,908.00

2,239.20

照明

14,928.00

7,464.00

29,856.001000

0 0

0.495

0.00

12

65 12 311 1000

3,732.00

①第1工場　１F

②第２工場

店舗

事務室

35.1

導入前のCO2排出量

37,320.00 1000 0.495

0.00

導入前

型番AAAA０0****

40W相当

本社ビル２F

型番AAAA０0****

40W蛍光灯

本社ビル２F

35.1

簡易版（照明）

・導入前と導入後にそれぞれ必要事項を
入力して算定してください。
・この様式により難い場合は、別シート「排
出量算定（任意）」をご使用ください。



６　CO2排出削減量算定（複数種類がある場合は種類ごとに記載）

既存ボイラ

燃料の種類
昨年度　燃料使用量
既存ボイラの効率 ％
台数 台

× GJ × t-C/GJ × 44/12 = t-CO2/年
単位発熱量 排出係数

※

※ 導入前後のエネルギー使用量は、当該設備の能力、稼働時間等から算出してください。

導入予定ボイラ

省エネ手法
導入設備 （その他の場合の説明：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
燃料の種類
導入予定ボイラ効率 ％ （燃料転換のみの場合は同じ効率を入力）
台数 台

＜燃料転換後の燃料使用量の算定＞
【昨年度の燃料ベース（発熱量）で転換後の燃料を使用すると仮定】

× GJ ÷ GJ =
※昨年度燃料使用量 ※燃料転換以外は同じ数値

＜高効率化、燃料転換後のCO2排出量の算定＞
※既存の効率 ※導入予定効率

× GJ × t-C/GJ × ％ ÷ ％ × 44/12
単位発熱量 排出係数

= t-CO2/年

※ 導入前後のエネルギー使用量は、当該設備の能力、稼働時間等から算出してください。

都市ガス(6A:29.30MJ/m3) 千Nm3 29.3 0.0136

都市ガス(13A:43.12MJ/m3) 千Nm3 43.12 0.0136

都市ガス(12A:41.86MJ/m3) 千Nm3
千Nm3 46.04 0.0136

導入設備
都市ガス(13A:45MJ/m3) 千Nm3 45 0.0136

その他

同効率タイプに更新

41.86 0.0136
都市ガス(13A:46.04MJ/m3)

燃料転換・設備の高効率化
LPG ｔ 50.8 0.0161

バーナー交換

LNG ｔ 54.6 0.0135

設備の高効率化
A重油 kL 39.1 0.0189

高効率タイプに更新

B・C重油 kL 41.9 0.0195
燃料転換

燃料の種類 単位 単位発熱量 排出係数 省エネ手法
灯油 kL 36.7 0.0185

対象設備の法定耐用年数 耐用年数CO2排出削減予測量

10 年

kL 39.1 45 千Nm3

9580

164.19

100 86.89

A重油

燃料転換・設備の高効率化

高効率タイプに更新
都市ガス(13A:45MJ/m3)

95
1

100

106.8 t-CO2/年t-CO2/年 ＝

導入後のCO2排出量 164.2

1,068.0
t-CO2
/耐用年数年

t-CO2/年

導入前のCO2排出量 導入後のCO2排出量 CO2排出削減予測量

271.0 t-CO2/年 － 164.2

千Nm3

t-CO2/年

導入後

導入前のCO2排出量 271.0

270.960.0189

0.01364586.89

CO2排出量は、小数点第２位を四捨五入して、小数点第１位までの表記
としてください。

ボイラー

導入前

100 kL 39.1

80
2

kL

リストから選択

リストから選択

リストから選択

リストから選択

簡易版（ボイラー）

・導入前と導入後にそれぞれ必要事項を入力して算定して
ください。
・「燃料の種類」「省エネ手法」「導入設備」は下記リストを参
考に、プルダウンから選択してください。
（「燃料の種類」を選択すると、「単位」「単位発熱量」「排出
係数」が自動で表示されます）
・この様式により難い場合は、別シート「排出量算定（任
意）」をご使用ください。



６　CO2排出削減量算定（複数種類がある場合は種類ごとに記載）

①導入前の事業所全体の電力使用量 kWh／年

排出係数
kWh × ÷ = t-CO2/年

太陽光発電設備の導入

②導入予定の太陽光　発電量 kWh／年
（発電量の積算は別紙）

③稼働率
・事業所の営業・稼働日数 ／ 日 ＝ ％

①事業所全体電力使用量 ②太陽光発電量 ④
kWh － kWh ＝ kWh

②太陽光発電量 ④余剰分 ③稼働率 ⑤自家消費分の発電量
( kWh － ) × ％ ＝ kWh

⑤自家消費分の発電量 排出係数
ｋWh × ÷ = t-CO2/年

⑤自家消費分の発電量 ②導入予定の太陽光　発電量 ⑥補助対象経費割合
ｋWh ／ kWh ＝ ％26,712.3 32,500.0 82.2

※太陽光発電設備に係る補助対象経費は、⑥補助対象経費割合により算出し、残りは補助
対象外経費に計上すること。

対象設備の法定耐用年数 耐用年数CO2排出削減予測量

導入後のCO2排出量 CO2排出削減予測量

0.0 t-CO2/年 － -13.2 t-CO2/年 ＝

17 年 224.4

導入後

導入後のCO2排出量 -13.2 t-CO2/年

t-CO2
/耐用年数年

1,050,000.0

導入前のCO2排出量

13.2 t-CO2/年

13.22

32,500.0

1,050,000.0 0.495

32,500.0 0.0 82.2

1000

26,712.3

10000.495

519.8

導入前

導入前のCO2排出量 0.0 t-CO2/年

26,712.3

太陽光発電

300 82.2365

余剰なし
0.0

32,500.0

1,050,000.0

1,017,500.0

（導入前のCO2排出量は、０ｔ－CO2)

簡易版（太陽光発電）

・導入前と導入後にそれぞれ必要事項を入力
して算定してください。

・①が、②を上回る場合は、④に「余剰あり」と
表記されます。（下回る場合は「余剰なし」）

・この様式により難い場合は、別シート「排出量
算定（任意）」をご使用ください。



６　CO2排出削減量算定（複数種類がある場合は種類ごとに記載）

（例１）照明器具の高効率化
・現行照明点灯時間　　２６５日×１２時間/日＝３，１８０時間　［平成26年度実績］

４００（Ｗ）×１００（台）×３，１８０（時間）＝１２７，２００，０００（Ｗｈ）＝１２７，２００（ｋＷｈ）
１２７．２（千ｋＷｈ）×０．４９５（排出係数）＝６３．０（ｔ－ＣＯ２/年）

（例２）ボイラーの燃料転換
・燃料使用量　Ａ重油　　５００ｋｌ/年　（平成○○年度（直近１年度）実績を採用）・・・・・別添資料参照
・現行ボイラーの設計効率　８８％

５００（ｋｌ）×３９．１（ＧＪ/ｋｌ）×０．０１８９（排出係数）×４４/１２＝１，３５４．８（ｔ－ＣＯ２/年）

（例１）＋（例２）＝６３．０（ｔ－ＣＯ２/年）＋１，３５４．８（ｔ－ＣＯ２/年）＝１，４１７．８（ｔ－ＣＯ２/年）

（例１）照明器具の高効率化
・現行照明点灯時間は、平成○○年度（直近１年度）実績仮定と同時間使用と想定

１９０（Ｗ）×１００（台）×３，１８０（時間）＝６０，４２０，０００（Ｗｈ）＝６０，４２０（ｋＷｈ）
６０．４（千ｋＷｈ）×０．４９５（排出係数）＝２９．９（ｔ－ＣＯ２/年）

（例２）ボイラーの燃料転換
・燃料使用量予測　都市ガス（１３Ａ：４５ＭＪ/ｍ３）

【平成○○年度（直近１年度）のＡ重油使用実績ベース（発熱量）で都市ガスを使用すると仮定】
５００（ｋｌ）×３９．１（ＧＪ/ｋｌ）÷４５（ＧＪ/千Ｎｍ３）＝４３４千Ｎｍ３
４３４（千Ｎｍ３)×４５（ＧＪ/千Ｎｍ３）×０．０１３６（排出係数）×４４/１２＝９７３．９（ｔ－ＣＯ２/年）

（例１）＋（例２）＝２９．９（ｔ－ＣＯ２/年）＋９７３．９（ｔ－ＣＯ２/年）＝１，００３．８（ｔ－ＣＯ２/年）

※ 導入前後のエネルギー使用量は、当該設備の能力、稼働時間等から算出してください。
※ CO2排出量の算定にあたっては、募集要領の別表１にある排出係数等を使用して算出してください。
※ CO2排出量の端数処理については、小数点第２位を四捨五入して、小数点第１位までの表記としてください。

CO2排出削減予測量

t-CO2/年

導入後のCO2排出量

＝

t-CO2/年

t-CO2/年

導入前のCO2排出量 導入後のCO2排出量

1,003.8

導入前

導入後

導入前のCO2排出量 t-CO2/年1,417.8

414.0

1,003.8

－1,417.8 t-CO2/年

小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位で表記してください。 

上記はあくまでも算定例です。 

現状のデータ、整備内容に応じて正確な根拠資料を示して、算定過程を明確にして記入してください。 

小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位で表記してください。 

排出量算定（任意）

・簡易版にない設備や簡易版では算定でき
ない設備については、こちらの様式を使用
してください。



７　導入前後の比較図

（例１）照明設備

（工場棟１Ｆ） （工場棟２Ｆ）

水銀灯　　５０台（工場棟１Ｆ　２５台、２Ｆ　２５台）

（例２）ボイラー
工場内へ

（例１）照明設備の高効率化

（工場棟１Ｆ） （工場棟２Ｆ）

高効率ＬＥＤ灯　５０台（工場棟１Ｆ　２５台、２Ｆ　２５台）

（例２）ボイラーの燃料転換

工場内へ

都市ガス本管に接続
５ｔ/ｈ×１基

※ この様式に記載できない場合は、「別添のとおり」と記載の上、別途、導入前後の概略図を添付すること。

導入前

導入後

蒸気配管

重油配管

蒸気配管

重油焚ボイ
ラー 

重油 

タンク 

 事業前後の設備の違いを模式図等（設計図等ではな
く）により、図解すること。 
注意：これとは別に設備、補助対象範囲を明確にするた
めに、別図１～２等に詳細を記載のこと。設備能力、数
量、配管・配線の取合位置等を明確にすること。 

詳細説明用の図で補助対象範囲が明確でないものは

補助対象内として計画していても確定検査の際に補助

対象外となる可能性があるので、注意すること。 

高圧貫流

ボイラー 

補助対象範囲を赤色、補助対象外範囲を青色で色塗り
を行い、対象範囲を明確に区別すること。 

上図は作成例です。整備内容にあわせて作成してください。 



８　事業所の直近３か年の原油換算エネルギー使用量

※原油換算は、別添、簡易版「エネルギー使用量・CO2排出換算シート」を使用して算出してください。

９　省エネルギー診断の受診

※１００ＫＬ未満の場合は任意となります。

（１）これから受診する場合
　ア　受診予定機関

※ いずれかに○をつけること。

（２）過去に受診済の場合　
※交付申請前過去３年以内に受診済の場合、診断結果報告書を添付してください

　ア　受診機関

※ いずれかに○をつけること。

事業所で直近３か年に使用した全てのエネルギー(電気、ガス、重油、灯油、等）の合計を原油換算した
結果を記載してください

上記原油換算エネルギー使用量（昨年度）が、１００ＫＬ以上の事業所は必ず受診してください。

直近3か年の原油換算
エネルギー使用量
（単位キロリットル）

平成○○年度
（3か年度前）

平成○○年度
（2か年度前）

平成○○年度
（昨年度）

平均

1,000 800 900 900

診断結果報告
書受理日

○○ 日

平成 ○○ 年 ○○ 月 ○○ 日

一般財団法人省エネルギーセンター（無料省エネ診断）

受診年月日 平成 ○○ 年 ○○ 月

省エネ診断
申込予定

機関

○ 埼玉県（省エネナビゲーター事業）

一般財団法人省エネルギーセンター（無料省エネ診断）

省エネ診断
実施機関

○ 埼玉県（省エネナビゲーター事業）

環境ネットワーク埼玉

対象事業所全体のエネルギー使用量を記載してください。 

まだ受診していない場合、予定機関に○を付してください。 

受診済の場合、受診機関に○を付してください。 



１０　予定している導入設備に関する資産登録

（１）資産登録の予定時期

（２）予定される資産状況

※ 資産の分類は、次の中から選択してください。
（1）建物附属設備、（2）構築物、（３）器具及び備品、（4）機械及び装置、（5）その他

※ 耐用年数は、「５　費用対効果」に記載する「対象設備の法定耐用年数」と一致させてください。

年

9 年

8

年

年

# 年

なお、上表において対象設備が複数あり、耐用年数が異なる場合には「５　費用対効果」に記
載する法定耐用年数は補助対象のメインとなる設備に関する耐用年数としてください。

6

7

資産の分類 資産名 耐用年数

○○平成 年 ○○ 月

2 機械及び装置 高圧貫流ボイラー 10 年

（補助対象事業の実施により取得する設備に関し、申請者において資産管理することとしています。導入を予定してい
る設備の資産登録内容について記入してください。）

に資産登録する予定です。

4 年

1 建物附属設備 高効率メタルハライド 15 年

5 年

3 年



［埼玉県民間事業者CO2排出削減設備導入補助金］　簡易版「エネルギー使用量・CO2排出量換算シート」

熱量 原油換算 原油換算使用量
二酸化炭素
排出量

① ② ③=①×② ④ ⑤=①×②×④ ⑥
⑦=①×②×⑥

×44/12

数値 単位 単位 GJ kL/GJ kL 単位 t-CO2

kL 38.2 GJ/kL 0 0.0187 t-C/GJ 0.0

kL 35.3 GJ/kL 0 0.0184 t-C/GJ 0.0

kL 34.6 GJ/kL 0 0.0183 t-C/GJ 0.0

kL 33.6 GJ/kL 0 0.0182 t-C/GJ 0.0

kL 36.7 GJ/kL 0 0.0185 t-C/GJ 0.0

kL 37.7 GJ/kL 0 0.0187 t-C/GJ 0.0

500.0 kL 39.1 GJ/kL 19,550 504 0.0189 t-C/GJ 1,354.8

kL 41.9 GJ/kL 0 0.0195 t-C/GJ 0.0

t 40.9 GJ/t 0 0.0208 t-C/GJ 0.0

t 29.9 GJ/t 0 0.0254 t-C/GJ 0.0

100.0 t 50.8 GJ/t 5,080 131 0.0161 t-C/GJ 299.9

千Nｍ3 44.9 GJ/千Nｍ3 0 0.0142 t-C/GJ 0.0

t 54.6 GJ/t 0 0.0135 t-C/GJ 0.0

千Nｍ3 43.5 GJ/千Nｍ3 0 0.0139 t-C/GJ 0.0

t 29 GJ/t 0 0.0245 t-C/GJ 0.0

t 25.7 GJ/t 0 0.0247 t-C/GJ 0.0

t 26.9 GJ/t 0 0.0255 t-C/GJ 0.0

t 29.4 GJ/t 0 0.0294 t-C/GJ 0.0

t 37.3 GJ/t 0 0.0209 t-C/GJ 0.0

千Nｍ3 21.1 GJ/千Nｍ3 0 0.0110 t-C/GJ 0.0

千Nｍ3 3.41 GJ/千Nｍ3 0 0.0266 t-C/GJ 0.0

千Nｍ3 8.41 GJ/千Nｍ3 0 0.0384 t-C/GJ 0.0

13A:45MJ/m
3

千Nｍ3 45 GJ/千Nｍ3 0 0.0136 t-C/GJ 0.0

13A:43.12MJ/m
3

千Nｍ3 43.12 GJ/千Nｍ3 0 0.0136 t-C/GJ 0.0

13A:46.04MJ/m
3

千Nｍ3 46.04 GJ/千Nｍ3 0 0.0136 t-C/GJ 0.0

12A:41.86MJ/m
3

千Nｍ3 41.86 GJ/千Nｍ3 0 0.0136 t-C/GJ 0.0

6A:29.30MJ/m
3

千Nｍ3 29.3 GJ/千Nｍ3 0 0.0136 t-C/GJ 0.0

0 0.0

0 0.0

24,630 635 1,654.7

① ② ③=①×② ④ ⑤=①×②×④ ⑥ ⑦=①×⑥

GJ 1.02 GJ/GJ 0 0.060 t-CO2/GJ 0.0

GJ 1.36 GJ/GJ 0 0.057 t-CO2/GJ 0.0

GJ 1.36 GJ/GJ 0 0.057 t-CO2/GJ 0.0

GJ 1.36 GJ/GJ 0 0.057 t-CO2/GJ 0.0

GJ 0.057 t-CO2/GJ 0.0

0.0

1,050.0 千kWh 9.76 GJ/千kWh 10,248.00 264 0.495 t-CO2/千kWh 519.8

千kWh -0.495 t-CO2/千kWh 0.0

10,248 264 519.8

GJ 0.0

千kWh 0.0

0.0

34,878 0.0258 900 2,174.5

日本工業規格Ａ列４番

合 計

コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン シ ス テ ム の 利 用

小 計

外
部
供
給

自 ら 生 成 し た 熱 の 供 給

自 ら 生 成 し た 電 力 の 供 給

小 計

電
気

0.0258
買 電

再生可能エネルギーを自家消費した
電 気

再生可能エネルギーの環境価値を移転し
た 熱

小 計

小 計

熱

産 業 用 蒸 気

0.0258

産 業 用 以 外 の 蒸 気

温 水

冷 水

コ ー ク ス 炉 ガ ス

高 炉 ガ ス

転 炉 ガ ス

その他燃料

都市ガス
（※）

石 炭

原 料 炭

一 般 炭

無 煙 炭

石 炭 コ ー ク ス

コ ー ル タ ー ル

石 油 コ ー ク ス

石油ガス
液 化石油 ガ ス （ Ｌ Ｐ Ｇ ）

石 油 系 炭 化 水 素 ガ ス

可 燃 性
天然ガス

液 化 天 然 ガ ス （ LNG)

その他可燃性天然ガス

ナ フ サ

灯 油

軽 油

Ａ 重 油

Ｂ ・ Ｃ 重 油

石 油 ア ス フ ァ ル ト

種類

使用量 単位当たり発熱量 排出係数

エ
ネ
ル
ギ
ー

起
源
C
O

2

燃
料

原 油 （ コ ン デ ン セ ー ト を 除 く ）

0.0258

原油の う ちコンデンセー ト （ Ｎ Ｇ Ｌ ）

揮 発 油 （ ガ ソ リ ン ）

（対象事業所全体の場合）この数値を「事業
計画書１ページの該当欄に転記してください。 

対象事業所で使用しているエネルギー種

類別に、該当する項目に数値を入力くださ

い。 

（導入前、導入後の対象設備の場合）この数値が

CO2排出量となります。 

①導入前の数値で入力したものを一度打ち出し 

②導入後の数値を入力して打ち出し 

③①から②を差し引いた数値が削減量となります。 


